
点検整備制度と車種の関係

各定期点検整備の対象自動車は、公益性、加害性、車両の磨耗・

劣化度合いを勘案して定められている。

＜主な対象車種＞

一日一回運行の開始前に点検
（いわゆる「運行前点検」）

3か月点検整備 6か月点検整備 １年点検整備

走行距離、運行時の
状態等から判断した適
切な時期に点検

日常点検整備

定期点検整備

自動車運送事業用自動

車（貨物軽自動車運送

事業を除く）

車両総重量が8トン以上

の自家用貨物自動車

（いわゆる大型トラック）

及び特種用途車

乗車定員11人以上の自

家用自動車（いわゆるバ

ス）

レンタカーの貨物自動車

（軽自動車を除く）

レンタカーの乗用

自動車及び軽自

動車

車両総重量が8ト

ン未満の自家用貨

物自動車及び特

種用途車（軽自動

車を除く）

自家用乗用自動車

（荷台や特種な設備

を持たないセダン型、

ワンボックス型等の

いわゆるマイカー）

軽貨物自動車

軽特種自動車

二輪車（総排気量

125cc超） 【6か月点

検の廃止を平成19

年4月実施】



日常点検整備及び定期点検整備の根拠となる法律条文

○道路運送車両法（昭和26年法律第185号）

（日常点検整備）

第四十七条の二 自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適

切な時期に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、制動装置の作

動その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車を点検しなければなら

ない。

２ 次条第一項第一号及び第二号に掲げる自動車の使用者又はこれらの自動車を運行する者

は、前項の規定にかかわらず、一日一回、その運行の開始前において、同項の規定による

点検をしなければならない。

３ （略）

（定期点検整備）

第四十八条 自動車（小型特殊自動車を除く。以下この項、次条第一項及び第五十四条第四

項において同じ。）の使用者は、次の各号に掲げる自動車について、それぞれ当該各号に

掲げる期間ごとに、点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ国土交通省令で定める技

術上の基準により自動車を点検しなければならない。

一 自動車運送事業の用に供する自動車及び車両総重量八トン以上の自家用自動車その

他の国土交通省令で定める自家用自動車 三月

二 道路運送法第七十八条第二号に規定する自家用有償旅客運送の用に供する自家用自

動車（国土交通省令で定めるものを除く。）同法第八十条第一項の許可を受けて業として有

償で貸し渡す自家用自動車その他の国土交通省令で定める自家用自動車（前号に掲げる

自家用自動車を除く。） 六月

三 前二号に掲げる自動車以外の自動車 一年

２ （略）

（自動車の点検及び整備に関する手引）

第五十七条 国土交通大臣は、自動車を使用し、又は運行する者が、自動車の点検及び整備

の実施の方法を容易に理解することができるようにするため、次に掲げる事項を内容とする

手引を作成し、これを公表するものとする。

一 第四十七条の二第一項及び第二項並びに第四十八条第一項の規定による点検の実施

の方法

二 前号に規定する点検の結果必要となる整備の実施の方法

三 （略）

自動車点検基準（省令）

自動車点検基準（省令）

自動車点検基準（省令）

自動車の点検及び整備に関する手引（告示）







整備管理者制度

整備管理者制度は、事業場における点検・整備を徹底する
ことにより事故の防止、環境の保全を図ることを目的。

保守管理について特に専門的知識が必要と認められる自動
車について、一定台数以上のものの使用の本拠ごとに、整
備管理者の選任を義務づけ。整備管理者を選任したときは、
15日以内に地方運輸局長に届出を義務づけ。

五両 十両

（整備管理者の主な権限）

日常点検の実施方法を定める。

日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定する。

定期点検を実施する。

随時必要な点検を実施する。

点検の結果必要な整備を実施する。

定期点検と整備の実施計画を定める。

点検及び整備に関する記録簿を管理する。

自動車車庫を管理する。

点検及び整備等に関し、運転者、整備員等を指導・
監督する。

（整備管理規程）

整備管理者は、
整備管理規程
を定め、これ
に基づき業務
を行う必要が
ある。

乗車定員
10人以下

車両総重量8ト
ン以上

車両総重量8ト
ン未満

バス（29人以下）

バス（30人以上）

事業用 軽貨物運
送事業

レンタ
カー

一般自
家用

十両

五両 五両 五両

二両

一両

＊罰則 ： 道路運送車両法第１１０条（３０万円以下の罰金）
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